
立命館土曜講座「雇用の喪失と克服の展望」

第2918回　若年無業者の雇用対策を考える
佐藤　敬二（立命館大学法学部教授）

はじめに

　1)「雇用の喪失」全体に占める若年者の位置

　　　他の年齢層以上に量的拡大

　　　雇用の喪失原因（非正規労働者化、使用者により判断された「能力」主義化）の直接的被害者

　2)若年無業者についての総合的施策の必要性

　　　社会保障全体：従来は対象と考えられていなかった（「金の卵」、壮健イメージ、家庭が吸収）

　　　　　　　　　　社会保障とも連動した対策が必要　　　　　　　　→　山本教授の講演

　　　雇用保障全体：「雇用の喪失」全体の直接的被害者

　　　　　　　　　　特殊若年無業者対策でなく、全雇用者対策が必要　→　吉田教授の講演

　3)本講演の射程範囲

　

１．若年無業者の状況

　1)若年無業者・フリーター・ニート

　　　総務省統計局の定義：フリーターとは　　　　　　　　　ニートとは

　　　　←当初の意味　　：フリーターとは　　　　　　　　　英国のニートとは

　　　世間のイメージ　　：フリーターとは　　　　　　　　　ニートとは

　　　　←価値中立的用語として　　cf.本田由紀他『「ニート」って言うな』（光文社新書、2006年）

　2)雇用状況

　　　フリーター・ニートの数と動向、若年者の失業率、非正規労働者の動向と若年者

　　　→フリーター・ニートの急増、若年者の高失業率、若年者の非正規労働者化

　　　　←「雇用の喪失」　ただし、この用語を選んだのは企業責任の意味合いも

２．政府の若年者雇用対策

　1)経過

2003年6月10日　「若者自立・挑戦プラン」

（若者自立・挑戦戦略会議、文科相・厚労相・経産相・担当相）

2004年12月4日　「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」（2005・2006年の二年計画）

（若者自立・挑戦戦略会議、官房長官・文科相・厚労相・経産相・担当相）

　　2005年5月25日  「若者の人間力を高めるための国民会議」（厚労省）発足

2006年12月25日 「再チャレンジ支援総合プラン」（「多様な機会のある社会」推進会議）

2007年10月1日　 改正雇用対策法施行

2009年8月26日  「若年者に対する重点雇用対策」（若年雇用対策プロジェクト）

2009年9月16日 　民主党政権発足

    2009年10月23日「緊急雇用対策」（緊急雇用対策本部）

　　2009年11月4日　「当面の『アクションプラン』」（緊急雇用対策本部新卒者支援チーム）

　2)個別施策の概要

　　1.「若者自立・挑戦プラン」　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image1.png]
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　  2.「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」　　　　　　　[image: image2.png]
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    3.「再チャレンジ支援総合プラン」　　　　　　　　　　　　　　[image: image3.png]
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    4.改正雇用対策法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image4.png]


［資料］12-13頁参照
5.「当面の『アクションプラン～新卒者支援チーム』」           [image: image5.png]
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  3)諸施策の全体像                                              [image: image6.png]
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３．諸外国の若年者雇用対策

　1)フランス：雇用援助契約（2005年法）

・企業が新規に「見習雇用契約」を結んだ場合、見習研修生にかかわる社会保険料を全額免除
従業員50人以下の企業には従業員1人当たり1,800ユーロの奨励金を支給する。
見習訓練契約を終了した若年者は職業系学位を取得し、５人中４人が正規社員として就職
政府は2009年までに50万件の契約締結を目標としている。
・雇用局に登録している失業者と、職業訓練と職務を経験しながら必要な技能取得を目指す「熟練契約」を結んだ企業に対し、雇用局から従業員1人当たり1,000ユーロ、従業員がバカロレア（大学入学資格）を持っていない場合は2,000ユーロの手当を支給。
　2007年度より20万件の契約締結を目標に掲げている　 
・企業が09年4月24日以前から受け入れている研修生を、9月末までに「無期限雇用契約」で採用する場合、従業員1人当たり3,000ユーロの奨励金を支給する。
・「サルコジ大統領は9月29日、総額5億ユーロを超える若年者雇用支援策を発表した。長期失業 者への生活保護手当に相当する「積極的連帯所得（RSA）」の受給年齢の引き下げ、職業オリエンテーションの強化など」

2)イギリス：ニューディール政策（1998年、2009年からフレキシブルニューディール政策）

・対象は、失業手当を６ヶ月以上受給した18～24歳の若者（義務的）

・流れは、ゲートウェイ→オプション→フォロースルー
　3)アメリカ：インターンシップ

４．若年者雇用対策の限界と課題

  1)若年無業者増加の原因をどこに求めるか

　　1.政府による諸施策の前提となっている原因認識

　　　　→需給のミスマッチ、若年者の力不足、教育システムの不適応（若者自立・挑戦プラン）

　　2.『国民生活白書』平成15年版（2003年）の認識　　　　　　　[image: image7.png]
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　　　　→企業側の要因：採用行動の変化、やむをえずフリーター、離職者増加でない、低能力は別

　　　　→企業が非正規雇用を推進、それが若者側の問題を促進し、その変化で企業の採用意欲減退

　　　　　　という悪循環を生ぜしめている

　　3.検討：後者を支持　
　2)現行対策の基本的問題点

　　　若年者の「人間力」向上手段

　　　　←職業訓練・能力養成自体の重要性を否定するものではない

　　　　　しかし、これだけでは、限られたパイ（雇用）を労働者間で取り合いしているのみ

　　　トライアル雇用・インターンシップ　　　　　　　　　　　　　[image: image8.png]


［資料］   21頁参照
　　　　←非正規化、「能力」主義の促進；ただし、「常用化」の方針も出ててきている

この「能力」は、客観的指標によるものではなく、特定企業が勝ってに設定したもの

  3)対策の方向性

　　1.雇用拡大に向けた施策が決定的に重要

    2.特定企業の「能力」要求に従属する必要はない

　　3.能力向上も、受身の施策でなく、掘り起こしの活動が必要

  4)具体策

　　1.正規雇用化＋非正規労働者の均等待遇、有期雇用の合理的理由による規制　　　 ←フランス

　　2.「能力」の客観化、社会的指標による測定（cf.「同一価値」指標）

　　3.諸サービスを否定しないが、係員が地域に出て行くこと、個別計画を立てること ←イギリス

むすび：大学のやれること・やるべきこと

「人間力」養成（cf. R2020）、キャリアオフィスによるサービス（cf.関西大学）
［参考文献］脇田滋・井上英夫・木下秀雄編『若者の雇用・社会保障』（日本評論社、2008年）
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